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移している。

　しかし、金融への AI の導入により、金融ビ

ジネスは大きく変化し、銀行経営の安定度も変

わりつつある。AI の発達で、銀行を仲介せずに

資金の提供者と受け手が直接貸し借りを行う取

引が増えていくことで、金融仲介業務そのもの

が減少する可能性があること、窓口業務や融資

業務など、AI が得意とする業務の一部が銀行員

から AI へ代替される可能性がある。いくつか

の銀行からは、大幅な店舗縮小や人員・業務縮

小のニュースも発信されている。

　今後、AI は、銀行員の雇用減少リスクや離職

行動に対して、どう影響するのであろうか。また、

1　イントロダクション
1-1　AI は銀行員の雇用を減少させるか―銀

行員自身はどう考えているのか―
　銀行は、預金者から預金を集め、企業が必要

とする事業資金を貸し付けるという、金融仲介

業務を行っている。日本では、銀行による金融

仲介業務は、企業の資金調達全体の多くを占め

ている。企業規模の大きさ、倒産件数の少なさ

などから、銀行は、経営が安定した代表的業種

の 1 つと考えられる。図 1 より、厚生労働省の

調査データによると、全業種の平均と比較した

場合、銀行も含まれる金融・保険業の離職率は、

平成 16 年以降、10 年間以上にわたり、低く推

〜要旨〜
　本研究の目的は、全国の銀行員と銀行員以外（＝金融・保険業を除く全産業の就業者）の 20 〜 59
歳を対象にした Web アンケート調査データ 1,400 サンプルを使用して、AI（人工知能）が銀行員自身
の雇用減少リスク認識・転職意思にどのような影響を及ぼしているのかを明らかにすることである。
本研究のロジット分析結果から、本人の主観評価でみて、AI 導入により自分の雇用機会が減る確率は、
全産業（金融・保険業を除く）の就業者と比較すると、銀行員は約 2.8 倍高いことが明らかになった。
今後 3 年以内の転職希望は、全産業（金融・保険業を除く）の就業者と比較すると、銀行員は約 1.35
倍高いことが明らかになった。さらに、AI には代替のききにくい、銀行員の強みの業務としては、相
続・住宅ローン・資産運用の相談・手続き等の対面チャネルでの業務であることが、銀行員と銀行員
以外の両方の調査データによる分析から裏づけられた。
　キーワード：AI・フィンテック、銀行店舗・人員縮小、雇用リスク・転職、高齢社会での対面業務の重要性
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を知る手がかりを得る上で、有用と考えられる。

1-2　先行研究
　雇用不安定や失業に関する先行研究として、

大きく 2 つに分類することができる。第 1 は、

雇用不安定や失業が、仕事へのモチベーション

や、本人の健康状態などにどのような影響を及

ぼすかに関する研究である。先行研究では、雇

用が不安定化すると、職場でのモチベーショ

ン、仕事の成果が低下することが示されている

（Smit et al.[2017], Darvishmotevali[2017]）。Smit 

et al.[2017] は、仕事のストレスや雇用不安定は、

職務満足度を顕著に低下させることを示してい

る。ま た、Kim and von dem Knesebeck [2016]

や Inoue et al.[2018] などの研究から、雇用不安

銀行員にとって、AI の代替のききにくい、強み

の業務とは何であるのだろうか。AI がビジネス

現場で広がる社会において、銀行員がこれまで

蓄積してきた価値の高いノウハウを、どの業務

に重点化したり、新しい業務にシフトしていけ

ばよいのか。

　銀行以外にも、同じ金融業では、保険会社の

コールセンターや損害査定業務、証券会社の株

式取引等においても、AI の導入が進むことが予

想される。また、小売業をはじめ、様々な業種

や職種で、AI が業務の一部を代替することが指

摘されている。AI による業務や雇用への影響を

受けやすい業種の 1 つである銀行に着目した研

究を行うことは、銀行以外の様々な業種におけ

る AI による雇用影響や、従業員の強みの業務

表 1　本研究の問題意識と主な分析結果

1 銀行業（金融業）は、これまで雇用が安定した業種であった。AI社会では、どうなるのか。

2 本研究では、銀行員と全産業就業者のアンケート調査データによる比較から、定量的に分析した。

3 本人の主観評価でみて、AI導入により自分の雇用機会が減る確率は、全産業（金融・保険業を除く）
の就業者と比較すると、銀行員は約 2.8倍高いことが明らかになった。

4 今後 3年以内の転職希望は、全産業（金融・保険業を除く）の就業者と比較すると、銀行員は約 1.35
倍高いことが明らかになった。

5 AIには代替のききにくい、銀行員の強みの業務としては、相続・住宅ローン・資産運用の相談・
手続きなど、対面チャネル業務であることが示された。
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ほど、離職行動が顕著になることを明らかにし

ている。

　自分の仕事の一部が AI に代替された場合、

代替されて失われた職務内容が満足度の高いも

のであれば、当該就業者の職務満足度は低下す

るかもしれない。また、自分の仕事が AI によ

る代替がききやすい場合、雇用不安が高まるこ

とが考えられる。職務満足度の低下や雇用不安

は離職を誘発しやすいことを示した Shinwoo 

Lee [2018], Rennie Naidoo [2017], Lebert and 

Voorpostel [2016] の研究を踏まえると、AI の導

入が進んできている業種では、離職したいと考

えている割合が高いことも考えられる。

　以上の先行研究を踏まえると、AI やロボット

の導入が進むと、仕事の一部を AI やロボット

が担うようになることで、自分の雇用が不安定

になったり、失業しやすくなることを危惧する

人々も増える可能性がある。転職への影響も考

えられる。しかし、AI やロボットが雇用減少リ

スクや転職行動に及ぼす効果については、これ

までの先行研究では十分には蓄積されていない。

　そこで本研究では、AI の導入が進んできて

いる銀行業に主な焦点を当て、銀行員と銀行員

以外の両方へ調査したアンケート調査データを

用いて、3 つを分析することを研究目的とする。

第 1 は、銀行員と銀行員以外（金融・保険業を

除く全産業の就業者）を比較し、主観評価でみ

て、AI 導入による雇用減少リスクにどの程度の

差があるのかを明らかにすることである。第 2

は、AI が転職意思に及ぼす影響を分析すること

である。第 3 は、AI 導入が進んでも、銀行員に

しかできない銀行業務、銀行員固有の付加価値

の高い業務は何かについて、銀行員自身と銀行

員以外の両方に調査したデータを用いて分析す

ることである。

定度が高まると、抑うつが高まりやすいことが

明らかにされている。Inoue et al.[2018] は、日

本の製造企業の 2 つの工場の男性 2184 人、女

性 805 人のデータを用いて、仕事の不安定と職

務のあいまいさの相互作用が、心理的苦痛に及

ぼす影響を分析している。その影響は、性別や

正規・非正規などの雇用形態にかかわらず顕著

であることを示している。さらに、De Witte et 

al.[2010] や Vander Elst[2012] の研究などから、

雇用不安定化は幸福度を低くするように作用す

ることも示されている。

　第 2 は、雇用不安定や失業は、どういう要

因の影響を受けやすいのか、影響要因は何か

を明らかにする研究である。Chung and Van 

Oorschot [2011] などの研究は、雇用不安定や失

業は、個人的な要因としては、性別や年齢、雇

用形態、教育、組合加入の有無などとの関連

を指摘している。また、業種による差も大き

く（Ellonen and Nätti [2015]）、さらに、公的企

業のほうが民間企業の社員よりも雇用不安感を

いだく傾向は低いことが示されている（Mauno 

and Kinnunen [2002]）。

　次に、転職行動や離職行動の影響要因に関す

る先行研究については、高賃金と低い離職率と

の関連に関して、Ejermo and Schubert [2018]

の研究がある。同研究は、優秀な従業員が競合

企業等へ移動することは当該企業の中核的な経

営資源の減少につながるので、離職や他社等へ

の移動の要因分析が企業経営の面からも重要で

あることを指摘している。そのうえで、高賃金は、

知識の高い優秀な従業員の離職や他社等への移

動を減少させる効果があることを示している。ま

た、Shinwoo Lee[2018] , Rennie Naidoo [2017] の

研究などから、職務満足の高い労働者は、離職

率が低いことが示されている。さらに、Lebert 

and Voorpostel [2016] は、雇用不安が高い人々

103 季刊　個人金融　2018 春



調査・研究

現在時点の状況について、一番よく該当するも

のに、それぞれ 1 つだけお選びください」とし

たうえで、「AI の導入が進むと、自分の雇用機

会は減ると思う」かどうかをたずねている。「あ

てはまる」「ややあてはまる」「あまりあてはま

らない」「あてはまらない」のうち、「あてはま

る」または「ややあてはまる」を回答した場合

は、AI 導入による雇用減少リスクは高いものと

し、「あまりあてはまらない」または「あてはま

らない」と回答した場合は、AI 導入による雇用

減少リスクは低いものに分類した。

　副次的なアウトカム変数は、3 年以内の転職

意思である。アンケート調査では、「3 年以内に

転職したい」かどうかをたずね、「あてはまる」

または「ややあてはまる」を回答した場合は、

転職意思があるものとし、「あまりあてはまらな

い」または「あてはまらない」と回答した場合は、

転職意思がないものに分類した。

2-3　説明変数
　AI 導入による雇用減少リスクの説明変数につ

いては、人口統計学的要因として、性別（男女）、

年 齢（20 〜 29 歳、30 〜 39 歳、40 〜 49 歳、50

2　方法
2-1　データ
　本研究の分析で用いるデータは、筆者が 2018

年 3 月に行なった Web 調査で収集したデータで

ある。筆者が調査票を作成し、外部の調査会社

へ調査を委託した。サンプルの収集基準は、日

本全国の 20 〜 59 歳の男女であること、就業し

ていること、学生ではないことである。銀行業・

保険業以外の金融業就業者は調査対象から除外

している。収集したサンプル数は、2,000 である。

Web 調査において、銀行業 600 サンプル、保険

業 600 サンプル、全産業（金融・保険業を除く）

800 サンプルの割付を行った。本研究では、銀

行員と全産業就労者の比較分析を行うため、銀

行業 600 サンプルと全産業（金融・保険業を除く）

800 サンプルの合計 1,400 サンプルを分析に使用

する。

2-2　アウトカム変数
　本研究の主なアウトカム変数は、アンケート

回答者本人の主観的な、AI 導入による雇用減少

リスクである。本研究のベースとなるアンケー

ト調査の質問項目では、「あなた自身のお仕事の、

表 2　使用データの 1,400 サンプルの割付内訳
年齢

20 〜 29 歳 30 〜 39 歳 40 〜 49 歳 50 〜 59 歳 小総計

銀行員
男性 67 75 75 75 292

女性 83 75 75 75 308

銀行員以外（＝全産業の就
業者（金融・保険業を除く））

男性 100 100 100 100 400

女性 100 100 100 100 400

小総計 350 350 350 350 1,400
（注 1）筆者が行った、全国 Web アンケート調査より。調査は 2018 年 3 月に実施した。日本全国の 20 〜 59 歳の就業して

いる男女を調査対象とした。銀行業・保険業以外の金融業就業者は調査対象から除外している。学生も調査対象から
除外している。調査全体では、全産業（金融・保険業を除く）800 サンプル、銀行業 600 サンプル、保険業 600 サンプル、
合計で 2,000 サンプルを収集した。このうち、本研究では、全産業（金融・保険業を除く）と銀行業の比較分析を行う
ため、全産業（金融・保険業を除く）800 サンプル、銀行業 600 サンプルの 1,400 サンプルを分析に使用した。

（注 2）銀行員は、金融・保険業のうち、中央銀行、メガバンク、地方銀行、ネット専業銀行、ゆうちょ銀行、信託銀行、信用金庫・
同連合会、信用協同組合・同連合会、信用漁業協同組合連合会・信用水産加工業協同組合連合会、労働金庫・同連合会、
農林水産金融業など、銀行業、協同組織金融業等の就業者である。銀行員以外（＝全産業の就業者（金融・保険業を除く））
は、農業・林業、製造業、情報通信業、卸売業・小売業、サービス業など、金融・保険業以外の全産業の就業者である。
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の導入が進むと、自分の雇用機会は減ると思う」

かどうかについて、「あてはまる」または「やや

あてはまる」を回答した場合は雇用減少リスク

は高いに分類して 1、「あまりあてはまらない」

または「あてはまらない」と回答した場合は雇

用減少リスクは低いに分類して 0 とする、2 値

変数とした。第 2 のアウトカム変数は、3 年以

内の転職意思であり、「3 年以内に転職したい」

かどうかについて、「あてはまる」または「やや

あてはまる」を回答した場合は転職意思がある

に分類して 1、「あまりあてはまらない」または

「あてはまらない」と回答した場合は転職意思が

ないに分類して 0 とする、2 値変数とした。

3　分析結果
3-1　記述統計量
　アンケート回答者の記述統計量については、

表 3 に示している。サンプル数は、1,400 である。

平均年齢は、40.0 歳（SD=10.8）である。性別は、 

男性は 49.4％、女性は 50.6％である。AI 導入に

よる雇用減少リスクについては、「AI の導入が

進むと、自分の雇用機会は減ると思う」かどうか

について、「高い」は 12.5％、「やや高い」は 32.0％、

「やや低い」は 29.6％、「低い」は 25.9％である。

3-2　AI 導入と銀行員の雇用減少リスク認識
　AI の導入が進んだ場合、自分の雇用機会が減

ると思うかどうかについて、図 2 ではクロス集

計結果をまとめている。AI の導入が進んだ場合、

自分の雇用機会が減ると思う割合は、銀行員の

場合は、20 〜 50 代のすべてで 5 割以上、20 〜 30

代では 6 割以上であった。銀行員以外の場合は、

20 〜 30 代は 4 割程度、40 〜 50 代は 3 割以下で

あった。

　さらに、表 4 では、AI の導入が進んだ場合、

自分の雇用機会が減ると思うかどうかについて

〜 59 歳）、婚姻状況（既婚、未婚、離別、死別）

に分類した。社会経済的要因として、世帯年収

（300 万円未満、300 〜 500 万円未満、500 〜 700

万円未満、700 〜 1,000 万円未満、1,000 万円以上）、

教育（中学校・高校卒、専修・専門学校・高専・

短大卒、大学・大学院卒）、雇用形態（正社員、

非正規雇用、自営業・会社経営）に分類した。

銀行員と銀行員以外の分類については、主に、

総務省「日本標準産業分類（2013 年 10 月改定）」

を参考にした。銀行員は、金融・保険業のうち、

中央銀行、メガバンク、地方銀行、ネット専業

銀行、ゆうちょ銀行、信託銀行、信用金庫・同

連合会、信用協同組合・同連合会、信用漁業協

同組合連合会、信用水産加工業協同組合連合会、

労働金庫・同連合会、農林水産金融業など、銀

行業、協同組織金融業等の就業者である。銀行

員以外は、農業・林業、製造業、情報通信業、

卸売業・小売業、サービス業など、金融・保険

業以外の全産業の就業者である。

　3 年以内の転職意思の説明変数については、

性別、婚姻状況、世帯年収、教育に加え、業種

と年齢の交差項、および、業種と AI 雇用リス

クの交差項を含めた。業種と年齢の交差項は、

業種（「銀行員」「銀行員以外」）と年齢（「20 代」

「30 代」「40 代」「50 代」）で 8 区分した。また、

業種と AI 雇用リスクの交差項は、業種（「銀行員」

「銀行員以外」）と AI 導入による雇用減少リス

クの高低で 4 区分した。

2-4　統計分析
　本分析では、AI 導入による雇用減少リスク、

および転職意思を分析するため、ロジットモデ

ルを用いた分析を行う。AI 導入による雇用減少

リスク、および転職意思について、オッズ比と

95％信頼区間を算出した。第 1 のアウトカム変

数は、AI 導入による雇用減少リスクであり、「AI
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表 3　記述統計量（N=1,400）

銀行員
銀行員以外

（全産業（金融・保
険業を除く））

全サンプル

N=600 ％ N=800 ％ N=1400 ％
年齢（平均（標準偏差）） 39.8 40.2 40.0

（SD=10.9） （SD=10.7） （SD=10.8）
性別
　男性 292 48.7 400 50.0 692 49.4
　女性 308 51.3 400 50.0 708 50.6
年齢
　20-29 150 25.0 200 25.0 350 25.0
　30-39 150 25.0 200 25.0 350 25.0
　40-49 150 25.0 200 25.0 350 25.0
　50-59 150 25.0 200 25.0 350 25.0
婚姻状況
　既婚 317 52.8 346 43.3 663 47.4
　未婚 244 40.7 389 48.6 633 45.2
　離婚  36  6.0  60  7.5 96  6.9
　死別   3  0.5   5  0.6 8  0.6
世帯年収
　0 円 -300 万円未満  57  9.5 141 17.6 198 14.1
　300-500 万円未満 110 18.3 220 27.5 330 23.6
　500-700 万円未満 125 20.8 161 20.1 286 20.4
　700-1,000 万円未満 149 24.8 162 20.3 311 22.2
　1,000 万円以上 159 26.5 116 14.5 275 19.6
教育
　中学校・高校卒  82 13.7 180 22.5 262 18.7
　専修専門学校・高専・短大卒  88 14.7 157 19.6 245 17.5
　大学・大学院卒 430 71.7 463 57.9 893 63.8
雇用形態
　正社員 483 80.5 563 70.4 1,046 74.7
　非正規雇用 115 19.2 146 18.3 261 18.6
　自営業・会社経営   2  0.3  91 11.4 93  6.6
業種
　銀行員 600 42.9

銀行員以外（全産業（金融・保険業を除く）の
就業者）

800 57.1

AI 導入による自分自身の雇用減少リスク
　高い 110 18.3  65  8.1 175 12.5
　やや高い 249 41.5 199 24.9 448 32.0
　やや低い 173 28.8 242 30.3 415 29.6
　低い  68 11.3 294 36.8 362 25.9
転職意思
　ある  85 14.2 109 13.6 194 13.9
　ややある 161 26.8 180 22.5 341 24.4
　あまりない 201 33.5 233 29.1 434 31.0
　ない 153 25.5 278 34.8 431 30.8
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では、58.0％であり、最も高い。また、表 5 は、

業種、年齢、AI 雇用リスクで 8 区分している。

AI 雇用リスクは、AI 導入が進んだ場合自分の

雇用機会が減ると思うかどうかの変数である。

転職希望率は、銀行員の 20 〜 30 代では、AI 雇

用リスクを高く認識している場合は 51.3％、AI

雇用リスクを低く認識している場合は 49.5％で、

2％弱の違いであった。その他の区分について、

AI 雇用リスクを高く認識している場合のほう

が、転職希望率は高かった。転職希望率は、銀

行員の 40 〜 50 代では、AI 雇用リスクを高く認

識している場合は 36.1％、AI 雇用リスクを低く

認識している場合は 25.4％であった。また、転

職希望率は、銀行員以外の 20 〜 30 代では、AI

雇用リスクを高く認識している場合は 52.4％、

AI 雇用リスクを低く認識している場合は 35.5

％、銀行員以外の 40 〜 50 代では、AI 雇用リス

クを高く認識している場合は 39.8％、AI 雇用リ

スクを低く認識している場合は 26.5％であった。

　表 6 は、様々な要因を同時に考慮した上で、

転職意思に関するロジット推定結果を示してい

る。転職希望率は、全産業の就業者と比較する

のロジット推定結果を示している。人口統計学

的要因については、AI の導入が進んだ場合の雇

用減少リスク認識は、女性、若年層で高い傾向

があった。社会経済的要因については、世帯年

収 500 万円以上、大学・大学院卒の場合で、雇

用減少リスクの認識が高いことが示された。業

種については、AI の導入が進んだ場合の雇用減

少リスク認識は、銀行員以外の人々を基準にし

た場合、銀行員は約 2.8 倍、高いことが示され

た（図 3）。さらに、AI の導入が進んだ場合の

雇用減少リスク認識は、業種× 10 歳年齢間隔で

8 区分をして、銀行員以外の 50 代の人々を基準

にした場合、20 代の銀行員は約 6.3 倍、30 代の

銀行員は約 6.8 倍、高いことが示された。

3-3　 AI 導入と銀行員の転職意思
　銀行員と銀行員以外をすべて合わせた 1,400

サンプル全体では、3 年以内に転職したい割合は、

38.2％であった。図 4 は、3 年以内に転職したい

割合を、業種と年齢で 8 区分した図である。10

歳間隔の年代ごとで比較すると、銀行員のほう

が銀行員以外よりも割合が高く、銀行員の 20 代
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図 2　AIにより自分の雇用が減少すると思う割合－業種×年代－
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表 4　AI導入が進んだ場合の自分自身の雇用減少リスク認識に関するロジット推定結果
（N=1,400、全サンプル）

モデル 1 モデル 2
オッズ比 95％信頼区間 P 値 オッズ比 95％信頼区間 P 値

性別（参照：女性）
　男性 0.72 ＊＊ （0.55 － 0.92） 0.010 0.70 ＊＊ （0.55 － 0.91） 0.007
　女性 1.00 1.00
年齢（参照：50 － 59 歳）
　20-29 1.98 ＊＊＊ （1.37 － 2.85） 0.000
　30-39 2.26 ＊＊＊ （1.61 － 3.17） 0.000
　40-49 1.38 （0.99 － 1.92） 0.058
　50-59 1.00
婚姻状況（参照：既婚）
　既婚 1.00 1.00
　未婚 1.06 （0.81 － 1.39） 0.664 1.05 （0.80 － 1.38） 0.723
　離婚 1.42 （0.87 － 2.32） 0.162 1.44 （0.88 － 2.38） 0.149
　死別 2.00 （0.42 － 9.49） 0.384 2.29 （0.46 － 11.31） 0.311
世帯年収（参照：0 円 -300 万円未満）
　0 円 -300 万円未満 1.00 1.00
　300-500 万円未満 1.29 （0.87 － 1.92） 0.203 1.28 （0.86 － 1.90） 0.225
　500-700 万円未満 1.65 ＊ （1.09 － 2.52） 0.019 1.65 ＊ （1.08 － 2.51） 0.019
　700-1,000 万円未満 1.60 ＊ （1.04 － 2.45） 0.031 1.58 ＊ （1.03 － 2.43） 0.036
　1,000 万円以上 1.61 ＊ （1.03 － 2.51） 0.037 1.57 ＊ （1.01 － 2.46） 0.047
教育（参照：中学校・高校卒）
　中学校・高校卒 1.00 1.00
　専修専門学校・高専・短大卒 1.06 （0.72 － 1.56） 0.771 1.07 （0.72 － 1.58） 0.738
　大学・大学院卒 1.44 ＊ （1.05 － 1.99） 0.026 1.47 ＊ （1.06 － 2.03） 0.019
雇用形態（参照：正規雇用）
　正社員 1.00 1.00
　非正規雇用 1.40 ＊ （1.02 － 1.93） 0.039 1.37 （0.99 － 1.89） 0.060
　自営業・会社経営 0.75 （0.44 － 1.28） 0.289 0.79 （0.46 － 1.36） 0.405
業種（参照：銀行員以外）
　銀行員 2.79 ＊＊＊ （2.21 － 3.53） 0.000

銀行員以外（全産業（金融・保険業
を除く）の就業者）

1.00

業種×年齢（8 区分）（参照：銀行員以
外× 50 代）
　銀行員× 20 代 6.29 ＊＊＊ （3.70 － 10.68） 0.000
　銀行員× 30 代 6.79 ＊＊＊ （4.08 － 11.30） 0.000
　銀行員× 40 代 4.90 ＊＊＊ （2.98 － 8.05） 0.000
　銀行員× 50 代 4.19 ＊＊＊ （2.56 － 6.84） 0.000
　銀行員以外× 20 代 2.62 ＊＊＊ （1.61 － 4.26） 0.000
　銀行員以外× 30 代 3.08 ＊＊＊ （1.92 － 4.94） 0.000
　銀行員以外× 40 代 1.67 ＊ （1.04 － 2.69） 0.035
　銀行員以外× 50 代 1.00
定数項 0.19 ＊＊＊ 0.000 0.15 ＊＊＊ 0.000
＊＊＊p<0.001, ＊＊p<0.01, ＊p<0.05.
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表 5　業種・年齢・AI雇用リスクと転職希望率
転職希望率（%） N（人数）

銀行員× 20-30代
AI雇用リスク高い 51 .3 99/193
AI雇用リスク低い 49 .5 53/107

銀行員× 40-50代
AI雇用リスク高い 36 .1 60/166
AI雇用リスク低い 25 .4 34/134

銀行員以外× 20-30代
AI雇用リスク高い 52 .4 87/166
AI雇用リスク低い 35 .5 83/234

銀行員以外× 40-50代
AI雇用リスク高い 39 .8 39/98
AI雇用リスク低い 26 .5 80/302

全サンプル（N=1 ,400） 38 .2 535/1 ,400
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図 3　AIにより自分の雇用が減少すると思う割合は何倍大きいか

図 4　業種・年齢と転職希望率
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ンプルの場合は、銀行員が自分自身が銀行サー

ビスの受け手の立場である場合を想定した回答

結果である。

　表 7 より、「AI・ロボット」からサービスを

受けたい銀行業務としては、銀行員、銀行員以

外とも、「新規口座の開設」「資産運用（個人年金・

保険・投資信託など）の相談・手続き」「税金の

支払い」の割合が高かった。資産運用については、

ロボアドバイザーによるサービスが日本でも広

がりつつあり、AI が得意とする分野であること

などが背景にあると思われる。

　一方、「銀行窓口（銀行員）」からサービスを

受けたい銀行業務としては、銀行員、銀行員

以外とも、「相続の相談・手続き」「住宅ローン

の相談・手続き」「資産運用（個人年金・保険・

投資信託など）の相談・手続き」の割合が高か

った。対面販売の業務が、銀行員の強みの業務

であることが、アンケート調査データの記述的

な分析から示唆された。

4　考察
　これまでの先行研究では、雇用不安定や雇用

減少に影響する要因として、性別や年齢などの

人口統計的要因、雇用形態、教育、民間企業・

公的企業などの要因に着目してきた。しかしそ

の一方で、昨今ビジネスへの導入がめざましい

AI が雇用減少リスクに及ぼす影響に焦点を当て

た定量的研究は、蓄積が少ない。AI は、銀行・

保険・証券にかかわる金融業、自動運転車にか

かわる自動車業界など、様々な業界への応用が

広がってきている。AI の広がりは、新技術や業

務効率化などによりビジネスにプラスの効果が

期待されているものの、これまで人々が担って

きた業務が AI に代替され、人々の業務や仕事

が減少することも心配されている面もある。AI

の進展で、雇用減少リスクを人々がどう捉えて

と、銀行員は約 1.35 倍高いことが明らかになっ

た（図 5）。業種×年齢で 8 区分した場合、銀行

員以外の 50 代を基準にすると、3 年以内の転職

希望の確率は、20 代の銀行員は約 3.3 倍、30 代

の銀行員は約 2.1 倍、20 代の銀行員以外は約 1.7

倍、30 代の銀行員以外は約 1.8 倍であった。若

年の銀行員で、転職希望率が顕著に高いことが

示された。さらに、業種× AI 雇用リスクで 4 区

分した場合、銀行員以外× AI 雇用リスク（低い）

の場合を基準にすると、3 年以内の転職希望の

確率は、銀行員以外で AI 雇用リスクを高くみ

る場合で約 2.0 倍、銀行員で AI 雇用リスクを高

くみる場合で約 2.0 倍であった。AI 雇用リスク

を高くみる場合、銀行員も銀行員以外も、転職

希望率が顕著に高いことが示された。

3-4　銀行員の強みの業務は何か―AI よりも
銀行員から受けたい銀行サービス―
　上記のロジット推定結果から、AI 導入が進ん

だ場合、自分の雇用が減少するリスクが顕著に

高いと銀行員が考えていることが示された。ま

た、若年の銀行員の転職希望率も顕著に高いこ

とが示された。

　AI 導入が進んでも、AI には代替がききにく

く、銀行員が強みとする業務は何であろうか。

本研究のベースとなるアンケート調査では、銀

行の主要業務である預金・融資・為替にかかわ

る業務のうち、消費者にとって身近な 7 つの

サービス提供について、「銀行窓口（銀行員）」

「ATM」「AI・ロボット」のいずれから受けた

いと思うかを、銀行員と銀行員以外の両方に調

査した。7 つのサービスは、「預金の引き出し」「振

込み」「税金の支払い」「新規口座の開設」「相続

の相談・手続き」「住宅ローンの相談・手続き」「資

産運用（個人年金・保険・投資信託など）の相談・

手続き」である。アンケート調査での銀行員サ
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表 6　転職意思に関するロジット推定結果（N=1,400、全サンプル）
モデル 1 モデル 2 モデル 3
オッズ比 95％信頼区間 P 値 オッズ比 95％信頼区間 P 値 オッズ比 95％信頼区間 P 値

性別（参照：女性）
　男性 0.77 ＊ （0.61 － 0.98） 0.035 0.78 ＊ （0.61 － 0.99） 0.041 0.81 （0.63 － 1.03） 0.087
　女性 1.00 1.00 1.00
年齢（参照：50 － 59 歳）
　20-29 2.05 ＊＊＊ （1.45 － 2.92） 0.000 1.91 ＊＊＊ （1.34 － 2.73） 0.000
　30-39 1.78 ＊＊ （1.28 － 2.50） 0.001 1.63 ＊＊ （1.16 － 2.29） 0.005
　40-49 1.23 （0.88 － 1.72） 0.227 1.18 （0.84 － 1.66） 0.328
　50-59 1.00 1.00
婚姻状況（参照：既婚）
　既婚 1.00 1.00 1.00
　未婚 1.35 ＊ （1.04 － 1.76） 0.024 1.32 ＊ （1.01 － 1.72） 0.039 1.35 ＊ （1.04 － 1.76） 0.026
　離婚 0.81 （0.49 － 1.35） 0.427 0.80 （0.48 － 1.33） 0.397 0.79 （0.47 － 1.31） 0.359
　死別 1.31 （0.30 － 5.72） 0.715 1.29 （0.30 － 5.61） 0.733 1.26 （0.28 － 5.59） 0.764
世帯年収（参照：0 円 -300 万円未満）
　0 円 -300 万円未満 1.00 1.00 1.00
　300-500 万円未満 0.81 （0.56 － 1.17） 0.257 0.80 （0.55 － 1.16） 0.248 0.78 （0.54 － 1.14） 0.205
　500-700 万円未満 0.70 （0.47 － 1.05） 0.083 0.70 （0.47 － 1.04） 0.077 0.67 ＊ （0.44 － 1.00） 0.047
　700-1000 万円未満 0.59 ＊ （0.39 － 0.88） 0.010 0.58 ＊＊ （0.39 － 0.87） 0.009 0.55 ＊＊ （0.37 － 0.84） 0.005
　1000 万円以上 0.56 ＊＊ （0.37 － 0.85） 0.007 0.56 ＊＊ （0.36 － 0.85） 0.007 0.53 ＊＊ （0.34 － 0.81） 0.004
教育（参照：中学校・高校卒）
　中学校・高校卒 1.00 1.00 1.00
　専修専門学校・高専・短大卒 1.28 （0.88 － 1.86） 0.200 1.29 （0.89 － 1.89） 0.179 1.29 （0.88 － 1.89） 0.186
　大学・大学院卒 1.18 （0.86 － 1.61） 0.317 1.16 （0.85 － 1.60） 0.353 1.14 （0.83 － 1.56） 0.434
業種（参照：銀行員以外）
　銀行員 1.35 ＊＊ （1.08 － 1.71） 0.010
　銀行員以外 1.00
業種×年齢（8 区分）（参照：銀行員
以外× 50 代）
　銀行員× 20 代 3.25 ＊＊＊ （2.00 － 5.30） 0.000

銀行員× 30 代 2.11 ＊＊ （1.32 － 3.37） 0.002
　銀行員× 40 代 1.45 （0.90 － 2.33） 0.126
　銀行員× 50 代 1.16 （0.72 － 1.88） 0.543
　銀行員以外× 20 代 1.66 ＊ （1.06 － 2.59） 0.026
　銀行員以外× 30 代 1.77 ＊ （1.14 － 2.75） 0.011
　銀行員以外× 40 代 1.22 （0.79 － 1.90） 0.376
　銀行員以外× 50 代 1.00
業種× AI 雇用リスク（参照：銀行員
以外× AI 雇用リスク（低い））
　銀行員× AI 雇用リスク（高い） 1.95 ＊＊＊ （1.45 － 2.62） 0.000
　銀行員× AI 雇用リスク（低い） 1.45 ＊ （1.04 － 2.03） 0.029
　銀行員以外× AI 雇用リスク（高い） 1.95 ＊＊＊ （1.42 － 2.67） 0.000
　銀行員以外× AI 雇用リスク（低い） 1.00
定数項 0.45 ＊＊ 0.001 0.49 ＊＊ 0.005 0.39 ＊＊＊ 0.000
＊＊＊p<0.001, ＊＊p<0.01, ＊p<0.05.
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研究は、雇用不安等は離職を誘発しやすいこと

を明らかにしているが、本研究の分析結果より、

AI 導入による雇用減少リスクを高くみる人々、

および、20 〜 30 代の若手の銀行員は、転職希

望率が高いことが示された。

　AI が業務の一部を代替しても、雇用減少リス

クを感じるのでなく、雇用や業務はむしろ安定

すると実感できる社会を構築するには、定量デ

ータによる分析に基づき、AI には代替しにくい

銀行業務、新たな銀行業務創造の具体像を明示

することが重要と思われる。

　我が国は、現在、男女とも、平均寿命が 80 歳

いるのかは、アンケート調査データに基づく定

量的な分析が必要である。

　そこで本研究では、AI 導入が今後よりいっそ

う見込まれる銀行業に焦点を当て、全国の 20 〜

59 歳の男女 1,400 サンプルの Web データを用い

て、AI 導入による雇用減少リスク認識および転

職意思への影響を分析した。本人の主観評価で

みて、AI 導入により自分の雇用機会が減る確率

は、全産業（金融・保険業を除く）の就業者と 

比較すると、銀行員は約 2.8 倍高いことが明らか

になった。さらに、Shinwoo Lee [2018], Rennie 

Naidoo [2017], Lebert and Voorpostel [2016] の

112季刊　個人金融　2018 春

表 7　銀行サービスをどの主体から受けたいか：「AI・ロボット」「銀行窓口（銀行員）」「ATM」

銀行員のサンプル（N=600） 銀行員以外（金融・保険業を除く全産業）
のサンプル（N=800）

AI・ロボット 銀行窓口
（銀行員） ATM AI・ロボット 銀行窓口

（銀行員） ATM

預金の引き出し  9 .5  5 . 7 84 . 8 10 . 4  7 . 5 82 . 1
振込み 16 .0  4 . 8 79 . 2 12 . 5  6 . 8 80 . 8
相続の相談・手続き 19 .8 70 .0 10 . 2 16 . 4 70 . 0 13 . 6
住宅ローンの相談・手続き 23 .3 67 .0 9 . 7 16 . 5 68 . 8 14 . 8
税金の支払い 26 .8 13 .0 60 . 2 18 . 5 16 . 6 64 . 9
資産運用（個人年金・保険・投
資信託など）の相談・手続 26 .5 64 .3 9 . 2 21 . 0 64 . 9 14 . 1

新規口座の開設 36 .7 33 .0 30 . 3 27 . 9 41 . 4 30 . 8
（注）銀行員サンプル（N=600）の場合は、銀行員が自分自身が銀行サービスの受け手の立場である場合を想

定した回答結果である。

図 5　3年以内に転職したいと考えている割合は何倍大きいか

※人口統計的要因（性別、年齢、婚姻状況）、社会経済的要因（世帯年収、教育）を調整したうえで、ロジット分
析を行った。  

　＊＊は、1％水準で統計的に有意な関連があったことを示している。



5　まとめ
　本研究のアンケート調査データによる定量分

析結果から、AI 導入は銀行員の雇用減少リスク

認識や転職希望を高めるように作用しているこ

とが示された。また、AI 社会において、AI の

代替のききにくい銀行業務は、「相続」「住宅ロ

ーン」「資産運用」の相談・手続きなど、対面チ

ャネルでの業務であることが定量データから裏

づけられた。今後の研究課題は、より代表性が

高く、大規模なサンプルデータを用いた分析を

行うことである。
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